
（様式１）

①学校名： ②所在地：

③課程名：

④正規課程
／
履修証明プ
ログラム：

⑤開設年月日：

⑥責任者： ⑦定員： ⑧期間：

⑨申請する課程の
目的・概要：

⑩１０テーマへの該
当

⑪履修資格：

⑫対象とする職業
の種類：

⑭教育課程：

⑮修了要件（修了
授業時数等）：

⑯修了時に付与さ
れる学位・資格等：

⑰総授業時数： 179 単位
⑱要件該当
授業時数：

138単位
該当
要件

企業等
双方向
実務家
実地

77 ％

⑳成績評価の方
法：

㉑自己点検・評価
の方法：

㉒修了者の状況に
係る効果検証の方
法：

㉔社会人が受講し
やすい工夫：

㉕ホームページ：

事務担当者名： 担当部署：

＊パンフレット等の申請する課程の概要が掲載された資料を添付してください。
＊様式に記載いただいた内容と欄外の「※集計用データ（文部科学省使用）」に記載の内容が、一致しているかを
　 必ずご確認ください。

夜間、週末の開講、集中講義、専門実践教育訓練給付、指導教員による個別相談

（URL）https://chiikizukuri.gr.jp/

眞崎　亜希子 大学院事務部　大学院課　政策創造研究科担当

事務担当者
連絡先：

（電話番号） 03-3264-6630

（担当係E-mail) rpd-j@hosei.ac.jp

（担当者E-mail) akiko.masaki.84@adm.hosei.ac.jp

同窓会シンポジウムの実施状況や参加者の意見聴取を参考にインスティテュート運営委員会が評価する。さらに、具体的
には修了者に対し、修了生アンケートを実施し、その回答内容を運営委員会において検討することにより、効果を検証す
る。

㉓企業等の意見を
取り入れる仕組み：

（教育課程の編成）

2年に1回程度、教育研究懇談会を行って意見聴取し、また毎年修了生アンケートを実施して意見聴取しインスティチュート
執行部と運営委員会で検討する。

（自己点検・評価）

2年に1回程度、教育研究懇談会を行って意見聴取し、また毎年修了生アンケートを実施して意見聴取しインスティチュート
執行部と運営委員会で検討する。

⑬身に付けること
のできる能力：

（身に付けられる知識、技術、技能） （得られる能力）

政策研究に不可欠な知識とスキル、政策センス。具体的には、政策形成の企
画、データ情報の収集、分析、構造化、モデル構築、政策導出のプロセスの習
得など。

創造的な発想の醸成、実務的な政策形成・実務能力。具体的には
問題解決能力、政策デザイン能力、クリティカルシンキング、論理思考な
ど。

学校教育法第109条第１項に定める評価を実施する。インスティテュート執行部と運営委員会において、毎年度本プログラ
ムの成果の検証や評価を行う。

中小企業活性化
地方創生

学校教育法第90条に規定する大学に入学することができる者のうち、学士の
学位を有する者、文部科学大臣の指定した者、本大学院において個別の入学
資格審査により大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者等で、本
大学院への入学が許可された者

政策づくり、地域づくり、産業創出を担う地域イノベーションのリーダーに該当する職業
（国、自治体、地域団体、企業、NPO、シンクタンク、起業家など）

政策創造研究科の教育課程を継承し、必修科目（地域創造ワークショップ）、選択必修（地域分析の基礎、調査法、研究法、質的
研究法などから選択）で政策科学および地域デザインの学問的基礎を学ぶ。ここでは、政策形成の企画、データ情報の収集、分
析、構造化、モデル構築、政策導出のプロセスなどの習得を図る。プログラム科目（3群の科目から6単位以上選択）では、各領域
の専門的知識、スキルを学び、問題解決能力、政策デザイン能力、クリティカルシンキング、論理思考を養成していく。地域活性特
論などでは自治体、NPO、企業と連携した政策形成や問題解決を実習し、政策導出のプロセスなどの応用的習得を図る。地域創
造演習で修士論文作成を2年間かけて行うため、問題解決能力、政策デザイン能力、クリティカルシンキング、論理思考を最大限
活用することが求められ、その実践的習得を指導教員から個人別に厳密に確認されていく。修士論文に代わる、特定の課題につ
いての研究の成果（地域研究論文）による修士学位の取得も可能とし、有職者が「フィールドワーク演習」を履修することにより、当
該職業に必要な実践的かつ専門的な能力向上の実現も可能となる。

30単位以上を修得し、修士論文の審査ならびに最終試験に合格。地域研究論文をもって修士論文に代える場合は32単位
以上を修得。

修士（学術）

⑲要件該当授業時数
　　／総授業時数：

今回の改組による収容定員の減により、各授業科目において、より双方向性が担保できるようになる。従って、成績評価
にあたっては、授業への参加度（発言・報告・討論内容）をより重視して総合的に評価する。また、カリキュラムに「フィール
ドワーク演習」を導入することにより、実務経験を持つ社会人学生の「地域研究論文」執筆のニーズが高まることも予想さ
れるため、指導学生には「フィールドワーク演習」の履修を促し「地域研究論文」の評価にあたっては、地域課題の解決に
資するより深い現状分析と、見解の有無を重視する。

社会人教育の先駆として地域・社会に貢献する人材を輩出してきた政策創造研究科の16年間の経験と実績を引継ぎ、「大学院レ
ベルでの社会人教育のプラットフォーム」として、地域イノベーションのリーダーとなる人材及び社会に貢献できる人材を育成す
る。
研究科横断型の組織のメリットを生かし、３つの創造群（都市・文化・観光創造群、産業・企業・イノベーション創造群・人材育成・生
活・ウェルビーイング創造群）からなる多様で柔軟なカリキュラムを提供し、社会人が学びやすい夜間・土曜日の開講、実践的な
フィールドワークを特徴とし、地域（都市）づくり、政策づくり、産業創出等を担う高度専門職業人および専門的知識と実務能力を兼
ね備えた社会人・研究者の育成を行う。

設置準備委員長　増淵 敏之
（現・政策創造研究科長）

30名
（令和4年度現政策創造研究科
修了者数　45名）

2年間

職業実践力育成プログラム（ＢＰ）への申請について

令和6年2月29日

東京都千代田区富士見2-17-1

　　　　地域創造インスティテュート
（３つの研究科にまたがる横断型の組織
に改組となります）

正規課程
令和7年

（2025）4月1日

　　法政大学大学院
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